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2015-2022年の外国からの投資奨励申請 
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日本は第 1 位で、 
FDI 総額の 24% 

※ 現在の為替レート：100 JPY = 約 25 THB  



近年の外国からの投資奨励申請の変動 
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米中貿易摩擦を背景に、 
中国企業のタイ投資が急増 

※ 現在の為替レート：100 JPY = 約 25 THB 

Source : BOI, As of July 2023   



2015-2022年の実績・TOP5投資産業 
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• 2015-2022年のプロジェクト申請件数は 12,205 件、合計投資額は THB 3.93 trill (USD 118,943 mil) 

• そのうちの THB 1.9 trill (USD 57,281 mil)、約 48% が 東部経済回廊（EEC）での投資  

そして、THB 2.3 trill (USD 69,993 mil) 、約 59% が 対象産業 への投資 

• 電気および水道事業、物流および輸送、工業団地開発、IBC（地域統括本部）など 

その他産業は THB 1.6 trill (USD 48,950 mil) 、約 42% 

※ 現在の為替レート：100 JPY = 約 25 THB 



近年の投資産業の変動 
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※ 現在の為替レート：100 JPY = 約 25 THB 

Source : BOI, As of January 2023   
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サービス業：卸売業、デジタル業、研究開発サービス、エンジニアリングサービス、計測器校正サービス、  
      IBC（地域統括本部）、観光業など  

製造業・関連会社へのサポート向けのサービス業の投資チャンス 
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世界の課題・投資方向性 

争い・変化が激しい 

↓ 

新しいチャレンジや改革に 

踏み切る勇気・決断力 

人手不足 

↓ 

人材育成 

デジタル化の加速 

↓ 

効率よく 
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継続・拡大プログラム 

+ 追加で法人所得税を3年間免除   
     （合計で13年間を超えないこと） 

+ 5年間法人所得税を50%減税 
 

グループA1+ 
標準の法人所得税免除恩典は10-13年間 

A1・A2 
標準の法人所得税免除恩典は8年間 

A3・A4・B 
標準の法人所得税免除恩典は0-5年間 

拡大プロジェクトへの追加恩典 
（Standard Packageに加えて） 

+ 追加で法人所得税を3年間免除  

 
条件: 1. 過去15年間（2008年から2022年）超にわたりBOIの奨励企業として、少なくとも3つのプロジェクトを有し、

その合計投資額が（土地代と運転資金を除き）100億バーツ以上であること          

2. 拡大プロジェクトは、合計投資額が（土地代と運転資金を除き）5億バーツ以上であること 

    

◎ すべての事業を 
対象とする  
※但し、BOI が特別
に指定しない限り 
 
◎ 本措置の奨励を 
受けたプロジェクトは
景気回復へ向けた投資
刺激措置における追加
恩典の対象としない 
 
◎ 2023年内に申請
すること 

目的:  既存の企業に対し、タイにおける製造拠点の維持継続や拡大を 
   動機づけるインセンティブを提供  
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移転プログラム  

製造 

製造 
地域統括本部

(IBC) 

製造 研究開発センター 
(R&D) 

各奨励業種ごとの 
標準恩典パッケージ 

製造事業に    
追加で3年間 

法人所得税を免除  

製造事業に 
1-5年間法人所得税を免除  
（競争力向上措置の下で、研究開発への 
投資・支出に応じて追加恩典を付与） 

条件:  
◎ 申請方法は 2 パターン、1）新しい IBC 事業 および／または R&D センター事業を既存の製造事業に追加する形 
  2）製造事業に IBC 事業および／または R&D センター事業を含め、一つのプロジェクトとして奨励申請をする形 
◎ IBC および／または R&D センターについて、奨励証書発給日またはプロジェクト修正申請書の提出日から 
  3年以内にサービス提供を開始する                 
◎ IBC および／または R&D センターは、委員会が重要と認める機能を実施する  
◎ 2023年内に申請する 

製造 

目的 :  製造設備、地域統括本部(IBC)、研究開発(R&D)センターを含む、 
   タイへの包括的な事業活動移転を促す 

製造事業に 
追加で5年間 

法人所得税を免除 

地域統括本部 
(IBC) 

研究開発センター 
(R&D) 

+ 
+ 

+ 
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タイ王国大阪総領事館 
〒541-0056 大阪府大阪市中央区久太郎町1-9-16 バンコク銀行ビル7階 
Royal Thai Consulate-General, Osaka Bangkok Bank Bldg. 7th Floor  

1-9-16 Kyutaro-Machi, Chuo-Ku, Osaka 541-0056 Japan  

Tel. : 06 6271 1395  
Fax : 06 6271 1394  
E-mail : osaka@boi.go.th 

※BOI大阪事務所の管轄エリアは、関西、中国および四国 
** the Osaka Office is responsible for Kansai, Chugoku and Shikoku Area 

日本におけるBOIの事務所  

BOI Tokyo 

BOI Osaka 

タイ王国大使館経済・投資事務所 
〒107-0052 東京都港区赤坂2-11-3 福田ビルウェスト8 階 
Royal Thai Embassy, 8th Floor., Fukuda Building West,  

2-11-3 Akasaka, Minato-ku, Tokyo 107-0052 Japan  
Tel. : 03 3582 1806  
Fax : 03 3589 5176  
E-mail : tyo@boi.go.th 


